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地熱発電推進のための一考察 

 

池田克明(マクロ・エンジニアリング)・松本和幸(学習院大学)・山本直人(元 日本政策投資銀行) 

 

１．わが国のエネルギー政策と地熱発電 

わが国のエネルギー政策を振り返ると、第１次、第２次石油危機の後は、省エネと原子力発電

を中心として、エネルギーの確保に重点が置かれた。また、それと同時に、地球温暖化問題に対

応して、化石燃料からの脱却が図られてきた。 

しかし、2011 年の東日本大震災の後は、原発の安全性に疑問が生じたうえ、地球環境問題が

深刻化したため、再生可能エネルギーへの転換が急がれるようになってきた。再エネには、太陽

光、太陽熱、風力、バイオマス、水力、地熱、潮汐、海流、波力、温度差、雪氷熱、空気熱、河川

熱等があるが、太陽光、風力、水力、地熱の４つが主要なものとされる。そうした中で、第３次石油

危機にも相当する、ロシアによるウクライナ侵攻が発生し、世界はエネルギーの争奪戦に突入し

ており、先行きは依然不透明なままとなっている。 

そのような情勢下、石油・天然ガスに恵まれず、その大半を輸入に頼る日本は、もう一度白紙に

戻って、エネルギー戦略を再検討する必要に迫られている。そんな日本にも、世界第 3 位の資源

量を誇るエネルギー源がある。それが地熱である。日本は、アメリカ、インドネシアに次ぐ規模の地

熱資源に恵まれており、資源量は 2347万 kW となっている。 

 これまでは、さまざまな制約もあって、地熱資源が十分には活用されてこなかったが、これを機

に、さまざまな仕組みの見直しを早急に行う必要があるのである。 

 

２．地熱発電のメリットと課題 

(1)地熱発電のメリット 

地熱発電には、下記の(2)で述べるような課題はあるものの、メリットも多数ある。ＣＯ2 を発生し

ないこと、太陽光発電と違って雨でも曇りでも夜でも稼働できること、 

 

(2)わが国の地熱発電の課題 

しかしながら、以前から、わが国の地熱発電には、３つの大きい課題が指摘されてきた。それら

の解決が、まずは優先課題と考えられる。 

① 温泉業者との利害相反 

これは、温泉帯水層と地熱貯留層の間に関連があり得ることを懸念するものであり、 

後述のように、地下の権利を上下に分割することで、ある程度解決できる。 

② 自然公園との関係 

この点については、下記(C)の方策で対処できるものと考えられる。 

③ 掘削コストに関するリスク 

もともと、地熱井の掘削は、地中を掘るわけであるから、石油や金鉱の採掘と同じような
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リスクがつきまとうものであるが、それに加えて、開発のリードタイムが十数年もかかること

があるというリスクも存在する。温泉事業者や自然保護団体や自治体等との調整に年月

を要することがしばしばあるためである。この点については、下記(D)のような政策を提

案したい。 

 

これらの問題は繰り返し指摘されてきたものの、抜本的な解決策が示されないために、地熱発

電の発展を大きく阻害してきたように思われる。ちなみに、政府は、2030 年の発電量を足元のの４

倍にするという計画であるが、実際の発電量は、反対に、この 20年間で３割減少したのである。 

その原因を探ると、さまざまな法令や規制が地熱発電の足かせになっていて、日本のエネルギ

ー戦略の障害になっているものが少なくないのである。つまり、「 local optimum は  global 

optimum とは異なる」のである。 

そこで、本稿では下記の(A)から(D)の４つの提言（提案）を行う。それらのすべてでなくても、い

くつかであっても実行されれば、地熱発電は少なからず推進されて、わが国のエネルギー問題や 

ＣＯ2等の地球環境問題の改善に寄与するものと思われる． 

 

(A)総合的経営を促進する。 

一つの代表的な事例を挙げると次のとおりである。一番上流に地熱発電所、その下に温泉、そ

の下に養殖所、その下に温室ハウス等々を配置して、それらの事業を総合的に経営する会社を

想定する。住民は適切な割合でその会社の株式を持つようにする。 

(B)地下の権利を上下に分割する。 

地熱発電によって、温泉の水量が減るのではないか、という懸念が、地熱業者の間にはある。

そこで、地下の権利を上下に分割するという案が考えられる。一つの案としては、地下 1000 メート

ル前後が考えられる。 

(C)自然公園に与える影響の回避策 

  地熱発電において、地下の蒸気や熱水を使うのではなくて、地上から、水を注入して、それを

利用するという方式の技術開発を進める。 盛田耕二ほか(2005)を参照． 

(D)掘削コストの軽減策 

 この点については、減税、政策金融機関からの低利融資に加えて、政府による大規模な技術開

発が必要と考えられる。 
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